  電気めっき業

受注は、平成21年初めに前年同月比で50～60％減の大幅な落ち込みとなった後、電気・電子、精密機器関連及び、一般機械関連の受注が徐々に回復したことを受けて、22年春には増加に転じ、リーマンショック前の70％前後の水準にまで戻してきた。ただ、急激な円高がユーザー企業に影響を与えているとみられ、８月下旬以降やや伸び悩んでいる。収益面では、21年は多くの企業で大幅な赤字に転落した。現在の受注環境はやや好転しているとはいえ、回復力は弱く、若干の赤字もしくは収支とんとんの状況とみられる。今後の見通しは、22年中は受注が弱含みから横ばいで推移すると業界ではみているものの、現在の急激な円高が国内景気に悪影響を及ぼし、今後の受注の落込みにつながると懸念する向きもある。

業界の概要

めっきとは、素材の表面に亜鉛、クロム、ニッケル、銅、金、銀などの金属の薄い皮膜をつくることをいう。めっきの種類は、電気めっき、化学めっき、真空めっき、溶融めっきなどがあるが、現在のところ、電気めっきが一般に広く行われている。

電気めっきは、電解溶液中でめっき対象物を陰極として通電し表面にめっき金属を析出させるものである。

めっき工程は素材、めっき種により異なるものの、主に以下の流れとなっている。対象物の予備脱脂（有機溶剤等による洗浄、省く場合もある）→脱脂（アルカリ、及び酸による脱脂）→めっき対象物を電解溶液につけ通電→水洗いやクロメート処理（亜鉛めっきの場合は耐食性の向上、外観をよくするためにクロム酸に浸す）→乾燥などの工程を経る。

我が国におけるめっき業の歴史は古く、約1,400年前、既に仏像や仏具を主として、めっき（焼着めっき）が行われていたといわれている。現在行われている電気めっきはオランダから伝えられ、日本では薩摩藩主島津斉彬が最初に金、銀めっきを手掛けたとされている。電気めっきが初めて工業化されたのは京浜地区で、明治半ば頃である。大正12年には、生産額のシェアは大阪（69.5％）、東京（15.5％）となっており、古くから大阪において生産されてきた（商工省『大正12年工業統計表』）。

めっきによる表面処理は、多くの金属製工業製品に対して、装飾性を高める（装飾めっき）、錆（サビ）や腐蝕を防ぐ（防錆、防蝕めっき）、機能を高める（硬度を強めたり低摩擦性を高める機能めっき）などの目的で施される。

特に近年では、電子・電気機械工業や産業用機械工業の発展に伴い、機能めっきのウェイトが高まっている。
大阪の特徴
平成20年における大阪府内電気めっき業は、事業所数297、従業者数3,847人、製造品出荷額等575億円（大阪府統計課『平成20年大阪の工業』、全数）で、全国シェアは各々17.5％、11.2％、10.6％となっている。

大阪府内では事業所が大阪市、東大阪市に集中して立地しており、大阪府鍍金工業組合加入263社をみると、62.0％が大阪市内に立地している（22年９月現在）。その中でも、生野区（12.5％）、東成区（10.6％）など大阪市東部に多い。東大阪市には20.9％が立地しており、両市に府内の80％以上の企業が集中している。

電気めっき業の規模をみると、全国では従業者数１

～３人の事業所が16.6％、４～９人が30.4％、10～19人が24.4％、20～29人が12.5％と、30人未満の事業所が全体の83.8％を占めている（経済産業省『平成20年工業統計表（産業編）』、全数）。
受注は回復に転じたものの伸び悩み　
大阪府内めっき企業は、受注先から部品等の支給を受けて、めっき処理を行っている。受注先としては、電気・電子機器、一般機械、精密機器、建築金物、その他の金属製品など様々であり、めっき業界の景況はこれらユーザー業界の景気動向に左右される。

ヒアリングによると、受注はリーマンショックの影響で大幅に減少し、平成21年初めには、多くの企業で前年同月比で50～60％減の大幅な落ち込みとなった。
その後、電気・電子、精密機器関連及び、一般機械関連の受注が徐々に回復したことを受けて、22年春には増加に転じ、リーマンショック前の70％前後の水準にまで戻してきた。しかし、フル操業にはほど遠い状況である。リーマンショック前には土曜日も操業していたにもかかわらず、現在は土曜日を休業にする企業が多く、中には週４日の操業体制をとる例もみられる。また、ユーザーが少量・短納期化発注を徹底しているため、極端に操業度が落ちる一方で、納期に間に合わせるために一時的に残業を強いられる日もあるなど繁閑の差が増大している。

８月以降、急激な円高がユーザー企業に影響を与えているとみられ、８月下旬以降受注がやや伸び悩んでいる。

品目ごとの受注状況はばらつきがあり、携帯電話関連部品及び電子機器基盤関連のめっきは、リーマンショック前の80％前後の水準まで回復した。ただ、液晶テレビ関連のめっきは、一時期大きく増加したが、エコポイントの効果が一巡したため22年８月以降伸び悩んでおり、自動車関連についてもエコカー補助金が終了したことから、22年夏以降は減少している。一方、建築金物など建築関連部品を手掛けるめっき企業は、建築着工の低迷を受けて60～70％前後の水準にとどまっているとみられる。

規模別にみると、小規模企業ほど受注が伸び悩んでおり、規模の格差が浮き彫りとなっている。
収益は厳しい
21年は多くの企業で収益が大幅な赤字に転落した。現在の受注環境はやや好転しているとはいえ、回復力は弱く、収益は若干の赤字もしくはとんとんの状況とみられる。
コスト面をみると、原料のめっき液の価格はニッケルや亜鉛といった金属価格の動向に左右される。ピーク時に比べてやや低下したが、20年の安値から２倍近く上昇している。また、環境面での規制が厳しくなっており、めっき企業に対する排水規制は13年に大幅に強化された。ただ、規制への対応が困難な企業が多いことから、３年間の猶予が繰り返され22年７月、再度３年間の暫定猶予となった。しかし、これ以上の猶予はない見通しで、各企業はその対策を迫られており、これもコスト圧迫要因となっている。

この厳しい状況に対し、各企業は様々な努力をしている。例えば、不良加工をなくし、精度の高い仕上げにするため、他社に比べ検査工程を充実させた企業、他社にない技術の開発に努めている企業、また、新規ユーザーの開拓を積極的に行う企業などがみられる。
雇用については、めっきの各工程で熟練を要するため、雇用調整助成金を受けて週4日の操業体制で乗り切るなど、雇用の維持に努める企業が多い。ただ、賃金は抑制気味である。
年金基金の維持に危機感

従業員の福利厚生の一環として、業界は大阪鍍金工業厚生年基金を運営している。しかし、リーマンショックによって大幅に損失を計上した。その後の相場回復によって損失も縮小したが、なお損失を抱えている。
今後、従業員の退職による給付増加が見込まれる一方で、現従業員の賃金の伸び悩みによる掛け金積立額の減少が続いている。さらに、一部ではあるが、業績が厳しい企業の中には、掛け金を滞納する例もみられる。このため、年金基金の存続が危ぶまれており、業界内での危機感は強まっている。運営者は解散も検討しているが、最低責任準備金に不足があるため、各企業は一時的にかなりの資金を基金に拠出する必要があるとされ、善後策が模索されている。

今後の見通し

22年中は受注が弱含みから横ばいで推移すると業界ではみているものの、現在の急激な円高が国内景気に悪影響を及ぼし、今後の受注の落込みにつながると懸念する向きもある。また、海外への工場移転が加速することによって、将来的に国内のめっき需要が減少すると危機感を持つ企業は多い。
こうした状況のもと、受注先の要望にきめ細かく応えることで受注を維持し、生き残りを図っていきたいとしている。受注先にコスト低減につながるめっきの提案をする企業もあれば、表面処理に関するトラブル解決を引き受けること目指す企業もある。ただ、経営者が高齢で事業継続意欲が薄れている企業も少なくなく、今後、零細層を中心に廃業する企業も出るとみられる。
                                    （柴田　昌宏）
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平成15年

(333)

(3,573)

(44,471)

(1,934)

(32,366)

(410,037)

16年

250

3,354

44,778

1,489

31,850

436,510

17年

(320)

(4,009)

(69,203)

(1,818)

(33,903)

(478,407)

18年

245

4,099

68,581

1,435

34,054

511,501

19年

236

3,717

58,310

1,422

34,388

534,626

20年

(297)

(3,847)

(57,526)

(1,700)

(34,281)

(545,118)

資料：大阪府統計課『大阪の工業』、経済産業省『工業統計表』

従業者４人以上の統計。但し、（　）内は全数。
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